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第１章 計画の基本的な考え方 

１ 計画策定の目的 

 豊明市は、平成 20 年３月に「すべての市民が共に我がまちについて考え、共に行動

することによって、ふるさと豊明をわたしたちのまちとしてまもり育んでいく」ことを

基本理念とし、第１次豊明市協働推進計画を策定し、市民と行政との協働のまちづくり

を実現できるよう施策を行ってきましたが、その計画期間が平成 27 年度で終了します。 

豊明市においても、「豊明市協働のまちづくりをすすめる地域社会活動推進条例」（以

下、協働条例）により、協働のまちづくりを進めることを定めています。これまでに、

協働推進計画（平成 20から 27 年度）を策定し、協働によるまちづくりを進めてきまし

た。  

第４次総合計画の基本理念である「協働で創るしあわせ社会」、そして、地域別計画

策定など地域への視点を重視した形で策定中である第５次総合計画を具現化するため

には、市民、区や町内会を中心とした地域 NPO、社会課題を解決するために取り組んで

いる指向別 NPO、企業、大学など地域の多様な主体が、公共の領域における役割と責任

を担い合いながらさまざまな課題を解決していくための協働が不可欠です。 

協働条例では、市に協働のまちづくりを推進するための必要な施策を講じることを定

めていることから、長期的かつ網羅的な視点を持ちながら限られた資源を有効に活用す

るため、第２次豊明市協働推進計画（以下、２次計画）を策定します。 
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２ 用語の説明 

この計画では、協働条例に基づいて、重要な用語について次のとおりとします。 

用 語 内 容 

市民 
市内に居住し、在勤し、在学し、その他まちづくりに関わる者をい

います。 

地域組織 
（地域 NPO ※1） 

区、町内会、自主防災組織、消防団といった住民自治組織及び、そ

の地域の住民で構成される老人会、婦人会、子ども会等の団体をい

います。 

市民活動団体
（指向別 NPO ※2） 

社会や地域のために自主的に活動している各種団体、ボランティア

団体、NPO 法人等の民間の非営利活動団体のことをいいます。NPO 法

人（特定非営利活動法人）とは、NPO のうち特定非営利活動促進法に

基づき法人格を取得したものをいいます。 

地域社会活動
地域課題を解決することを目的とし、営利を目的としない公益的な

活動を行うことをいいます。地域活動と市民活動を組み合わせた豊

明市独自の用語です。 

協働 
市民、地域組織、市民活動団体、事業者、議会及び市がそれぞれに

果たすべき責任と役割を自覚し、相互に補完及び協力をし、共に公

共的、公益的活動を行うことをいいます。 

※1、2）この計画では、区や町内会といった地域組織を「地域 NPO」、市民活動団体やボランティア団体を

「指向別 NPO」として整理をしています。策定にあたり議論を進める中で、単に「NPO＝市民活動

団体」ではなく、広義の意味で NPO に地域組織も含め、「地域 NPO」と「指向別 NPO」の双方が両

輪となって協働のまちづくりを推進していく必要があり、その点を明示的にするためこのように

表現しています。 
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３ 計画の位置づけ 

 第５次豊明市総合計画では、市民と市職員の声から生まれた合計 40 の「めざすまち

の姿」の実現を目標に掲げ、この目標を達成するために、誰もが自らまちづくりの主体

者となる地域経営をめざしていくこととしています。 

２次計画は、この第５次豊明市総合計画「めざすまちの姿」や、各種分野別計画の実

現を多様な主体による協働によって実現するためものです。協働はそれ自体が目的では

なく、地域課題、行政課題を解決する手法です。各主体に対して役割分担の必要性や意

識の転換を促すものとなることから、個別事業実施計画とは性格を異にします。 

そのため、２次計画の位置づけは、各計画の実現を土台から支える、多様な主体の質

的な変化を促すための計画とします。 

多様な主体者によるめざすまちの姿の実現イメージ図 

計画の位置づけイメージ図 

４ 計画の期間 

第５次豊明市総合計画と期間を合わせるため、計画期間を平成 28年度から平成 37年

度までの 10 年間とします。ただし、今後の社会経済情勢の変化や、国、県、市の協働

推進に係る進捗状況を踏まえ、協働推進委員会により、随時実施施策の評価、見直しを

行うこととします。 
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第２章 協働の理念 

１ 基本理念 

豊明市では、平成 22 年４月に協働条例を施行し、協働のまちづくりの推進に関する

基本的事項を定めています。この計画においても、下記の理念に基づき、協働のまちづ

くりを推進していくこととします。 

[条例の基本理念] 

第３条 本市のまちづくりにおいては、身近な地域課題について、市民、地域組織、市

民活動団体及び事業者（以下「市民等」という。）が、自ら主体的に取り組むことを

自治の基本とし、議会及び市と協働してまちづくりをすすめるとともに、多くの市民

等がまちづくりの担い手となることにより地域への愛着を育み、地域の力を活かした

市民主体のまちづくりを進めるものとする。 

２ 市民等、議会及び市は、まちづくりにおけるそれぞれの特性と役割を理解し、必要

な情報を共有するとともに、対等な立場で互いの自主性及び自立性を尊重し、協力し

ながら地域社会活動の推進に努めなければならない。 

３ 市民等、議会及び市は、地域社会活動の果たす社会的意義を理解し、その促進のた

め、それぞれが持つ人材、場所、資材、資金、情報などの提供に努めるものとする。

２ 多様な主体の役割 

これまでの社会課題の解決方法は、大きく分けると「地域による課題解決」、「行政に

よる課題解決」、「企業による課題解決」の３つに依存してきたと言えます。しかし、課

題先進国と言われる日本において、従来型の課題解決システムだけでは解決できない問

題が次々に浮上する状況にあります。 

このような状況の中、協働のまちづくりを推進するためには、担い手となる市民、地

域組織、市民活動団体、事業者、議会、市、市職員等がそれぞれの特性を生かし、連携

まちづくりを自分ごととする

多様な主体が対等な立場で協力しあう

基本理念

ポイント
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しながら活動を行っていくことが必要です。そのため、それぞれの役割について次のよ

うに協働条例で努力規定を定めています。 

[市民の役割] 

第４条 市民は、まちづくりの担い手としての責任を自覚し、地域への関心を高め、自

らができることを考えて行動するとともに、地域社会活動に進んで参加するように努

めるものとする。 

２ 市民は、地域のなかで安心して暮らし続けることができるよう、区、町内会等の基

礎的な地域組織に積極的に参加し、交流しながら、相互に助け合うとともに、地域課

題の解決に向けて協力して行動するものとする。 

[地域組織の役割] 

第５条 地域組織は、自らの役割及び活動に関し、地域住民の理解を得るように努める

とともに、対象区域の住民の福祉の向上を図るため、住民相互のふれあいを深め、地

域課題を住民相互で解決する活動を通じて地域自治意識の高揚に努めるものとする。

２ 地域組織は、前項の場合において、他の地域組織、市民活動団体、事業者及び市と

協働して地域社会活動の推進に努めるものとする。 

地域社会活動に積極的に参加する
市民の役割

ポイント

地域住民を活動に巻き込み、地域課題を解
決する

地域組織

（地域NPO）の役割

ポイント
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[市民活動団体の役割] 

第６条 市民活動団体は、活動の社会的意義と責任を自覚し、自らができることを考え

て、広く市民に理解される地域社会活動に取り組むよう努めるものとする。 

[事業者の役割] 

第７条 事業者は、地域社会の一員であることを認識し、地域社会活動に関する理解を

深めるとともに、必要に応じて、地域組織、市民活動団体及び市と連携して地域社会

活動への参加並びに推進に努めるものとする。 

[議会の役割] 

第８条 議会は市政の審議及び議決機関として、市民の意思を代表し、地域の力が活か

された協働のまちづくりを推進するとともに、議会の活動に関する情報を市民に分か

りやすく提供し、開かれた議会運営に努めるものとする。 

２ 議員は、議会がその権限を適切に行使できるように、地域課題及び市民の 

意見を把握するとともに、議員活動を通じて地域社会活動の推進に努めるものとす

る。 

団体の特性を活かし、社会課題を解決する

市民活動団体

（指向別NPO）の役割

ポイント

地域社会の一員として認識し、一緒に活動す
る

事業者の役割

ポイント

市民の意思を代表し、地域社会活動を推進
する

議会の役割

ポイント
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[市の役割] 

第９条 市は、市民等による地域社会活動の自主性及び自立性を尊重しなければならな

い。 

２ 市は、協働のまちづくりを推進するため、地域組織及び市民活動団体の果たす役割

を尊重し、その活動を支援するために必要な施策を講じなければならない。 

[市職員の役割] 

第 10 条 市職員は、自らも地域の一員であることを自覚し、市民としての責務を果た

すとともに、協働のまちづくりを推進するため、市民本位の立場から職務を遂行しな

ければならない。 

２ 市職員は、協働のまちづくりを推進するため、必要な知識、技能等の向上に努めな

ければならない。 

地域社会活動を推進させるための状況の把
握及び支援の充実を図る

市の役割

ポイント

事業に協働の手法を取り入れ、協働のまちづ
くりを推進する

市職員の役割

ポイント
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第３章 協働のまちづくりの現状と課題

１ 社会環境と豊明市の現状について 

私たちの地域社会を取り巻く環境は、少子高齢化、高齢者のみの世帯や外国人世帯の

増加など大きく変化しています。豊明市においても生産年齢人口（15～64 歳）の減少

等による税収の減収や老年人口（65 歳以上）の増加等による社会保障費の増加、これ

らの歳入と歳出のアンバランスにより、従来の公共サービスの維持がますます難しくな

っていきます。また、住民のニーズや地域の課題も多様で複雑なものとなり、地域にお

ける課題に対し、行政だけで取り組んでいくことは難しくなっています。また、国にお

いても、「新しい公共」を進めており、多様な主体（個人、NPO、企業など）が公共サー

ビスを担っていくことを進めています。行政だけでなく、地域 NPO、指向別 NPO 等の多

様な主体が連携して地域課題を解決していくことが求められています。 
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※平成 17年、平成 22年は実績値です。

※年齢３区分別の人口のカッコ内は構成比を表しています。四捨五入の関係で 100％にならない場合があります。 

※この図は、第５次豊明市総合計画より引用しています。
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２ 地域活動の現状と課題について 

（１）地域組織（地域 NPO）の現状について 

豊明市の地域コミュニティは、27 区の行政区を基本単位とし、その 27行政区の中に

128 の町内会、さらに約 2000 の班に分かれています。 

 そのほかには複数区の役員から構成される区長連合会1、老人クラブ 55団体（老人ク

ラブ連合会所属）、婦人会 10 団体、子ども会 44 団体（子ども会連絡協議会所属）等の

団体があり、市内各所で活躍しています。 

行政区・町内会・区長連合会組織図イメージ図 

行政区 人口 世帯数 行政区 人口 世帯数  行政区 人口 世帯数 

東沓掛 2,543 891 阿野 4,183 1,726  西 2,344 967 

西沓掛 3,497 1,411 大脇 2,942 1,111  間米 2,080 828 

勅使台 1,879 590 大根 1,848 841  二村台１ 987 417 

西川 3,079 1,218 桜ケ丘 3,527 1,503  二村台２ 951 400 

三崎 3,836 1,662 坂部 2,104 910  二村台３ 1,661 816 

ゆたか台 1,447 578 前後 3,544 1,571  二村台４ 759 332 

吉池 4,130 1,634 落合 4,100 1,634  二村台５ 1,608 866 

大久伝 2,538 1,103 桶狭間 2,303 1,009  二村台６ 1,238 648 

中島 2,543 978 舘 5,273 2,195  二村台７ 1,660 733 

合計 68,604 28,572 

上図）行政区別人口・世帯数（平成 27年 4月 1日現在） 

1区長連合会は、「区及び町内会相互の親睦を図りながら連携を密にし、地域組織の健全な運営と発展を図るとともに、 

行政との協働と民意の反映を促進し住民の福祉向上を図ること」を目的とし、平成 23年８月１日に設立された本市 27

の行政区の区長・副区長、合計 54名からなる組織です。役員会と４つの地区会で構成されています。 
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（２）地域活動の課題について 

（「区の運営に関する現況調査結果」、「豊明市地域活動および市民活動に関する市民意識調査結果」による） 

①地域活動への関心は高いが、参加率は低い 

地域活動への関心度について、「非常に関心がある」、「ある程度関心がある」の合計

は 58.3％となり、「あまり関心がない」、「まったく関心がない」の 39.2％よりも高い結

果となり、地域活動への関心が高いことが明らかとなりました。しかし、地域活動への

関心は高いものの、地域活動への参加状況は、「参加している」は 35.2％となり、「現

在は参加していないが、参加したことがある」、「参加したことがない」、の合計 64.8％

よりも低い結果となりました。このことは、条件が整えば地域活動への参加者を増やす

ことができ、さらには区・町内会等の地域 NPO への加入者を増加させることにもつなが

ると考えられます。 

本市の直近 10 年間の区加入率ですが、80％前後（県内平均レベル）を推移しており、

ほぼ横ばいの状態が続いています。今後も引き続き区加入率 80％を維持することがで

きたとしても、人口減少社会に突入しているため、全体として加入者は減少していきま

す。そのため、区・町内会への加入を促進する取り組みが重要であると考えます。 

グラフ表示予定 

・地域活動への関心度 

・地域活動への参加状況 

・地域活動に参加してもよい条件 

・区加入率の推移 

②役員の負担が重い、担い手がいない 

区の３役の平均業務日数は、区長 18日、副区長８日、会計 10 日となっていることが

わかりました。また区政運営における課題について、半数を超える区が「役員の負担の

重さ」について指摘しています。また、「会員の高齢化」、「役員の高齢化」は、おおよ

そ半数の区が指摘しています。これらのことが原因となり、最大の課題である「役員の

なり手がいない」につながっていることがわかりました。 

役員に負担が集中しているため、課題の種類によって担い手が分担される仕組みを作

ることが求められています。区によっては、役員を複数置いたり、各種委員会を設置し

たり、地域内の団体と役割を分担して組織力を活かした運営ができています。しかし、

区によって規模が違うこともあり、担い手が分担される仕組みを作ることができていな

いところもあります。団体の規模、現状にあった組織運営を行っていくことが重要であ

り、役員の負担を減らすことが担い手の発掘につながると考えます。 
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グラフ表示予定 

・区運営に関して困っていること 

・３役（区長、副区長、会計）の業務量(単位：1カ月あたり業務日数) 

③求められる中間支援組織と地区交流拠点 

 区間の連携を目的の一つとして結成した区長連合会に対しては、「市に対する要望の

調整・検討」及び「課題・問題等の共有・解決策検討」といった役割を求める声が多く

出ました。市全体で 27区ある内の約 20の区の区長及び副区長は 1 年で交代しており、

複数年行っているのは少数派という状況の中、これらの役割を果たしていくことは各区

の役員だけでは難しい状況にあります。これらの役割を果たしていくには、団体（地域

NPO や指向別 NPO）と団体、団体と行政、団体と企業等の間に立って、そのパイプ役と

して中立的な立場で、それぞれの活動の支援を行う「中間支援機能」が必要であり、区

にとって「中間支援機能」が求められていることが明らかとなりました。 

 地域住民が運営する「コミュニティカフェ」（＝お茶などを飲め地域のたまり場とな

る場）のような交流拠点について聞いたところ、回答の約 70％が今後地域に増えてい

くことを期待しています。地域で管理している公共施設（集会所、老人憩いの家等）の

ほとんどでは、常駐しているスタッフはいないのが現状です。そのため、地域でなにか

困りごと等の相談したいことがあるときには、地域の役員に連絡をする、市役所へ相談

に行く等窓口は限定的な状況です。市内のあらゆる地区にコミュニティカフェのような

地域住民の交流拠点ができ、その地区交流拠点において、飲食の提供に留まらず、地域

の情報発信、相談窓口、各種教室や講座の開催等を実施し、市民と市民、市民と団体、

市民と行政等の間に立って、ニーズにあった支援を行う「中間支援機能」が加わること

で、地域活動に関心はあるが、参加していない市民の巻き込みや潜在的な社会課題の掘

り起こし、各種関係機関との連携による社会課題の解決ができると考えます。 

グラフ表示予定 

・区長連合会に期待すること 
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３ 市民活動の現状と課題について 

（１）市民活動団体（指向別 NPO）の現状について 

 豊明市の市民活動団体登録制度は、会議室や印刷機を無償で借りられる「市民活動室

登録制度」、団体の活動等の市民活動に関する情報をインターネット上で紹介する「と

よあけ市民活動情報サイト登録制度」の２種類の登録制度を設けています。市民活動室

は 133 団体、情報サイトは 167 団体が登録しています。 

（２）市民活動の課題について 

（「豊明市市民活動団体アンケート調査結果」、「豊明市地域活動および市民活動に関する市民意識調査結果」による） 

①市民活動への関心は高いが、参加率は低い 

 市民活動への関心度について、「非常に関心がある」、「ある程度関心がある」の合計

は 45％となり、おおよそ半数の人が市民活動への関心が高いことが明らかとなりまし

た。しかし、市民活動への関心は高いものの、市民活動への参加状況は、「参加してい

る」は 12％となり、「現在は参加していないが、参加したことがある」、「参加したこと

がない」の合計 88％よりも低い結果となりました。このことより、市民活動に関心は

あるものの、参加するきっかけがないことが推察されます。また、参加するための条件

については、「時間や期間にしばられないこと」、「気軽に参加できる活動があること」
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の回答が多く、参加者側の都合で気軽に参加できる活動を企画し、情報を確実に届けて

いくことで参加者を増やすことができ、市民活動の裾野を広げていくことができると考

えます。 

グラフ表示予定 

・市民活動への関心度 

・市民活動への参加状況 

・市民活動に参加してもよい条件 

②人材確保・組織運営が最大の課題である 

市民活動団体の最大の課題は、人材不足に関するものです。この度の調査でも、市民

活動団体の半数以上が、人材確保や組織運営に課題があると回答しています。 

一方で、市の今後の重点施策に対する要望としては、人材確保の制度についての希望

は低い結果となっています。これは、市に問題解決を依頼する必要はないと考えている

というより、市への期待感が低いことが推察されます。 

地域の人達が積極的に市民活動に取り組むことは、市民活動団体にとって有益なだけ

に留まりません。多くの団体が公益性のある取り組みを行っているため、市民活動団体

の発展は、豊明市の公共性の強化に繋がっていきます。そのため、行政支援の方向性と

して、人材の発掘は大切です。 

グラフ表示予定 

・活動の問題点や課題 
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③情報発信と情報のマッチングに課題がある 

「自分たちの取り組みをどのようにＰＲするか」、「行政・地域自治組織・地域住民か

らの理解や協力」について課題を感じているは、今回の調査でどちらも 20％を超えて

おり、「人材・組織運営」、「資金面」に次ぐものとなっています。 

今後の市に期待する施策としても、「市民活動に関する情報の提供（28％）」、「広報媒

体の援助（16％）」、「団体同士の交流の場の提供（13％）」といった「情報・つながり」

に関する支援を求める団体が、多いことが明らかとなりました。 

団体のＰＲや他団体とのつながりは、継続的な団体運営には必要不可欠な取り組みで

す。各市民活動団体が情報の発信や入手、協働相手の探索ということが出来る組織とな

っていくような熟度を高める支援をすることが必要です。 

行政は、まちづくりに関する数多くの情報を持ち、様々な方法で提供していますが、

市民にとって必要な情報が的確に伝わっていません。また、市民も独自の情報や知恵を

持ちながら、うまく発信できていない状況にあります。市民と行政、市民同士が連携を

深めるためには、それぞれの情報を発信し、共有できる仕組みや環境を整備することが

必要となっています。また、市民と行政ではそれぞれの果たす役割、特性、立場や行動

原理など、様々な違いがあります。協働を進めるためには、それぞれの違いを認識し、

相互に理解し合って信頼関係を築くことが求められています。 

グラフ表示予定 

・重点を置くべき活動支援 

④資金調達に課題 

「人材確保・組織運営」に次いで大きな課題となっているのが、「活動資金」に関す

るものです。37％の団体が活動資金について課題を感じていると回答しています。また、

市からの支援としても、「資金面の支援」を求める団体が 32％あり、２番目に高い結果

となっています。このことから、資金調達は、市民活動団体にとって課題であることが

明らかです。 

一方で、「助成金情報の提供」や「助成金・活動資金確保のアドバイス」を必要とし

ている団体は、低い結果となっていることから、活動資金について課題と感じている一

方で、助成金・活動資金について行政のサポートを求めている団体は限られていること

が明らかとなりました。 

行政からの資金支援は、支援のある期間は団体の活動は楽になりますが、行政からの

資金支援に過度に依存する組織運営は、行政に予算の制約があることを考慮すれば、自

立的で継続的かつ発展的なものになることを結果的には阻害することにつながります。 

そのため、行政からの資金支援も含めて、この分野で行政が行うべきは、行政の支援
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を一時的なカンフル剤として、団体が次のステップへと移行することや自立につなげる

ような、活動段階に応じた支援であると考えます。したがって、団体の規模の多様性を

考慮し、支援のあり方にも多様性をもたせることが今後は必要です。 

⑤求められる中間支援機能とまちづくりの拠点 

施設・備品や備品に関する事業は、団体からの評価も高く、団体自身の認識としても

喫緊の課題とはなっていません。しかし、充実の要望は多いことから、十分ではあるが、

さらなる充実を行ってもらうことで、活動を発展・充実させていきたいという意向を感

じさせる結果となりました。 

また、活動拠点や資金面といったことが行政支援として求められる背景には、ボラン

ティア紹介、団体の運営に関する相談、ノウハウ提供などの人材や組織に関すること、

他団体などとの仲介、交流機会、情報発信など、他の自治体の中には中間支援団体が、

その機能を担っている事業内容について期待が低い状況にあることを意味していると

考えられます。さらに、このような課題を市民活動団体側が行政に伝えていない、伝え

づらい、伝える機会がないことも考えられ、市民活動団体と行政が情報交換を行う機会

やその仲介を行う機能が必要であると言えます。 

このような状況は、現在の活動拠点である市民活動室がまちづくりの拠点として、中

間支援組織によって運営され、各団体にとって市民活動を継続・発展させていく場とし

て充実させていくことで、ここで述べたようなことの解決が可能であると考えます。 
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４ 協働のまちづくりの課題 

この章において、「２ 地域活動の現状と課題」、「３ 市民活動の現状と課題」につ

いて書いてきました。ここで浮き彫りとなった課題を大きく分類すると、「人材」、「組

織運営」、「情報」、「資金調達」、「中間支援機能」、「行政」の６つになります。 

（１）まちづくりに関する担い手の発掘および育成 人材 

地域 NPO も指向別 NPO も共通した課題に、役員のなり手、新規加入者の確保といった

人材に関するものがあります。特定の人達が活動を行い、活動の層が広がらない状況で

は、継続的な団体運営に支障をきたします。そのため、まずは、参加したいけれども、

まだ行動にはつながっていない潜在的な担い手を行動につなげる、身近な暮らしの課題

については自ら取り組むというまちづくりを自分ごととして捉える市民を増やすこと

が必要です。  

具体的には、市民の自治意識を高めるための学習する機会、本市で活動している地域

社会活動の実情を知る機会、活動に参加する機会を設けます。このような機会を通じ、

自分でも出来る・取り組みたいと感じて行動に移るようなきっかけとしていきます。こ

の流れによって、地域社会活動の担い手を増やしていくことが求められます。地域社会

活動の担い手は、まだ行動に移していない市民の中にあり、その力を発揮してもらうこ

とで、これまで出来なかった社会課題の解決が可能になります。そのような、期待を持

って、新たな担い手を見つけていく。そのような人材発掘が必要です。 

（２）まちづくりに関する団体の強化 組織運営

 地域 NPO では、団体の規模、現状にあった組織運営ができていないこと等の理由によ

り、役員に負担が集中しているところも少なくなくありません。そのような課題を解決

するために、新たな人材の獲得、団体のＰＲ方法、安定した組織運営についてのノウハ

ウを学ぶ必要があります。また、現状の組織運営を見直し、役員の負担を軽減し、持続

可能な方法で運営を継続していくことが大切です。そのため、同じ分野で活躍している

団体や他分野で活躍している団体等との多様な主体による交流機会を設け、このような

機会を通じ、活躍している団体の組織運営について学んでいくことが必要です。 

また、指向別 NPOにおいても、半数以上の団体が組織運営に課題を感じていると回答

しています。分野を超えて、多様な主体が交流することにより自団体の組織運営を見直

すきっかけにもなり、さらには自団体だけでは解決できなかった社会課題に対して、連

携することにより弱点を補完しあい、解決できる可能性を秘めています。これからは、
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「多様な主体による協働」によって多種多様な社会課題を解決していくことが求められ

ています。 

上図「多様な主体による協働」によって社会課題を解決（イメージ図）

（３）まちづくりに関する情報のマッチング 情報

 協働のまちづくりのように、まちづくりについて行政だけが担うのではなく、市民、

地域NPOや指向別NPO等の多様な主体が力を出し合い、担っていくという考えについて、

「そう思う」、「どちらかというとそう思う」の合計は 74.1％となり、協働のまちづく

りをより一層推進していく必要があることが明らかとなりました。しかし、協働のまち

づくりは以前と比べて進んでいるか聞いたところ、「わからない」が 39.8％となりまし

た。このことは、協働のまちづくりを推進していくことは必要であるが、そもそも協働

のまちづくりという言葉の認知度が低いことや協働のまちづくりのレベルがどの段階

にあって、どのくらい進んだのかはわからないことを表しており、今後協働のまちづく

りに関する事業実績や地域活動や市民活動を含む地域社会活動の情報発信が求められ

ていることが明らかとなりました。 

情報発信にあっては、「わかりやすさ」が何より重要です。協働、地域社会活動、市

民活動、NPOなどの用語は、この分野にまだ関心のない人にとってはわかりにくい言葉

です。また、関心のない人も大勢います。そのため、わかりやすい情報発信が必要です。 

また、現代の課題の一つとして、「情報洪水」、「メディアの多様化」があります。行

政から提供される情報は、多くの市民が得る情報の内の一部であり、「情報洪水」、「メ

ディアの多様化」により、相対的に重要度は低くなり、伝わる率は低くなっています。 

だからこそ、情報発信については、より重要度が増しているとともに、ある程度、情

報発信回数を増やさなければ、必要な相手に情報が届かない状況にあり、地域 NPO、指

向別 NPO が必要な情報を受発信できるような行政支援は、重要度が増しています。 

また、事業者、学校をはじめとする様々な団体に、地域社会活動に関する情報を発信
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することや、それぞれの団体からの情報を収集することで、地域社会活動に関するニー

ズやシーズを得ることや、情報による多様な主体のマッチングへ生かしていくことが可

能となります。 

（４）まちづくりに関する活動基盤の整備 資金

地域 NPO、指向別 NPO の団体には、活動立ち上げ期、自立・継続期、展開期といった

段階があります。この活動段階に応じた支援を行うためには、立ち上げる団体の数を増

やし、次の段階へと移行することを促し、自立・継続という段階に至る団体を増やすこ

とが大切です。行政からの支援に依存しなければ活動を継続できないという状況は、支

援とは言えません。また、そのような状態は、特定の団体への過剰な支援とも言えるこ

とから、行政が行う支援としては、公平性の観点から考えても、一定程度の期限を設け

るなど団体の自立を促し、特定の団体を存続するための支援とならないように注意する

必要があります。 

地域 NPO のように一定の活動を継続してきた団体が、新しい地域課題に取り組む（活

動を展開する）ことへの挑戦を応援する、という視点も重要です。 

また、資金調達に関する支援というと直接的な支援として助成金などの支援を考えが

ちですが、むしろ、地域 NPO や指向別 NPO が資金を含む人や物や情報をマネジメントす

る能力や、資金を調達する能力を高めるような支援も重要です。 

特定の団体、段階への支援や、補助金などの直接的な支援に偏ることなく、行政の運

営としても継続性と妥当性を確保しつつ、自立・継続する団体が増えていくよう、資金

調達の分野に関する支援については、各段階及び支援方法の直接・間接の多様性を確保

していくことが重要であると考えます。 

上図）団体の成長過程（三つの段階） 
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（５）中間支援機能の構築 中間支援機能

「人材」、「組織運営」、「情報」、「資金調達」の課題を解決するために、個別の施策の

改善や実施に留まらず、協働のまちづくりを進めていくために必要な視点として重要で

あると考えるのが「拠点に中間支援機能を加える」です。このことを実現していくため

に、今後新たに取り組むべきと考えるのは、次の三点です。 

①多様な主体による協働事業を、具体的に実施していくこと 

②協働事業をコーディネートできる市民を育てていくこと 

③事業のコーディネートに留まらず、地域活動、市民活動を始めとしたまちづくりの

トータルサポートが出来る団体を育てて、トータルサポートが行われる活動拠点に

ついてありようを検討し、設置運営を図っていくこと 

ここに示したように協働事業をコーディネートできる人材、まちづくりのトータルサ

ポートが出来る団体や拠点が、協働事業に関する多様な支援を展開する。この機能こそ

中間支援機能と呼ばれるものです。豊明市においてもこの中間支援機能を担う団体が、

拠点の主となって、各団体のサポートを行っていくことが、今後の望ましい姿であると

考えます。 

この三つの事業を、段階的かつ関連性を持って実施していくことで、豊明市における

中間支援機能が高まり、多様な主体による協働が活発になることを目指します。市民、

地域組織、市民活動団体を対象とした調査においても、団体と行政の仲介役を担う団体

の必要性が確認される結果となっています。 

核となる協働のまちづくりの拠点（以下、地域協働拠点）のあり方としては、市民活

動支援単独で行うのではなく、多様な協働を仕掛けるために、何かしら別のセンター機

能と同居するなどし、総合的な支援を可能にするものが多いのが近年の傾向です。 

そこで、豊明市の地域協働拠点も、地域 NPO 及び指向別 NPO の支援事業をはじめとし

たまちづくりを推し進めるようなソフト事業の拠点として充実させていくことが望ま

しいと考えます。 

また地域の希薄化が進んでいる現在において、自然発生的な居場所はなくなってきて

おり、新たな居場所が求められています。地域協働拠点の充実も重要であるが、地域に

点在するコミュニティカフェのような交流拠点（以下、地区交流拠点）も充実していく

ことが望ましいと考えます。 

まちづくりに関する人々が、気軽に知り合い、親睦を深め、互いの実情を理解すると

いう地域協働のきっかけから、コーディネーターに相談や助言を求めることが日常的に
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出来て、情報提供、各種講座や交流会の開催といったことが行われる拠点が存在する。

そして、地域協働拠点と地区交流拠点とがともに多様な主体と連携、協働していく。こ

のような拠点のありようについて、今後、検討し、設置運営に向けて動いていくことが

必要です。 

地域協働拠点 地区交流拠点 

求められる

拠点の 

あり方 

・市内に１つ 

・誰もが利用することができ、市民と地

域 NPO や指向別 NPO、多様な主体同士の

相互理解の促進支援 

・地域及び多様な主体からの情報の発信 

・多様な主体とのネットワークの構築、

連携促進支援 

・協働のまちづくりを推し進めるソフト

事業の実施 

・地域 NPO、指向別 NPO のサポート及び

行政との仲介等 

・市内に複数 

・誰もが利用することができ、市民と市

民、市民と地域 NPO 等の相互理解の促進

支援 

・各地域からの情報発信 

・多様な主体とのネットワークの構築、

連携促進支援 

・協働のまちづくりを推し進めるソフト

事業の実施 

・潜在的な社会課題の掘り起こし、予防

等 

上表）「地域協働拠点」と「地区交流拠点」の求められる拠点のあり方 

上図）地域協働拠点と地区交流拠点の関係性イメージ図 

多様な主体の連携構築

により、補完し合う関係

を目指します 
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地域協働拠点及び地区交流拠点のあり方を検討する中で、重要な論点の一つとして話

し合われたのが、それぞれの拠点の担い手はどうあるべきかについてです。現在の地域

協働拠点は、気軽な出会いの場、相談、情報交換といったことが行われる場とはなって

いません。代わりに、市の窓口がその機能を果たしているかといえば、このように気軽

に市民が来て、雑談などを行う場所では市役所はないという状況です。 

そのため、現在の形式では、地域協働拠点が情報や出会いの中心となって、新たなつ

ながりや協働のきっかけを作るという中間支援機能が果たせていません。このことを解

決するには、中間支援組織がその担い手となり、センターの運営者として市民を出迎え

る環境が必要であること、そして可能であれば市民を中心として結成された組織である

ことが望ましいとの結論になりました。 

ただし、この中間支援組織を市民によって結成することを目指すにあたって、三つの

視点が必要です。 

中間支援組織のポイント１ 

一つ目は、ソフト事業を担える体制とすることです。中間支援組織に一番求められる

のは、協働に関するソフト事業の質です。ソフト事業が担えるよう、外部の専門家と連

携するなど、担い手が市民であることにこだわって本来の目的が達成できないという状

況にならないよう、外部との連携も視野に入れ、取り組むことが必要だと考えます。 

中間支援組織のポイント２ 

二つ目は、複眼的視点で中間支援機能を豊明市に育てるという視点です。中間支援の

担い手は、市民の中に人材がいるのではないか、また、既存団体にも中間支援を将来的

に担っていくことが可能な団体があるのではないかなど、多様な眼差しで関係者にアプ

ローチし、担い手を発見していくことを求めます。運営方法に関しても、中間支援組織

を結成しセンターを運営するということだけではなく、先に述べたコーディネーターを

増やしてセンター運営に関わってもらいながら組織化を目指していくなど、段階的な方

法も考えられます。 

地域協働拠点及び地
区交流拠点の担い手
となる中間支援組織を
育てるポイント

１ ソフト事業を担える体制

２ 複眼的視点で育てる

３ 時間をかけて取り組む
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中間支援組織のポイント３ 

最後に、時間がかかることを踏まえて取り組むという視点です。市民を中心として中

間支援を行っていく、これを人材発見の段階から始めていけば一定の時間を要するのは、

他の地域の事例を見ても明らかです。期間に固執し、無理やり団体を立ち上げさせると

いったことは中間支援組織の運営にとって、長期的にはプラスになるとは思えません。

時間をかけて、気運を高め、中間支援を行いたいと考える担い手を増やしていくことが

必要だと考えます。 

 （６）協働推進体制の強化 行政

 協働のまちづくりについて、以前（３～５年前）と比べて「進んだ」、「どちらかと

いうと進んだ」という回答の合計は 18.2％でした。このことより、協働のまちづくり

はほとんど進んでいない状況であり、市職員の協働に対する意識が低く、まちづくりに

協働という手法をうまく取り入れられていないことが推察されます。協働のまちづくり

を進めていくためには、市の各部署が協働に対する意識を高めること、協働の意義を学

ぶと共に、各部署が地域 NPO や指向別 NPO などとつながり、事業を実施していくことが

必要です。そのため、各部署と市民がともに学び、つながる機会などが必要です。市民

協働課が協働推進施策を展開することはもちろんですが、実際に事業を行う各部署が、

事業の検討・実施に際し、協働の視点を持って取り組んでいくことが求められています。 
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第４章 施策の展開 

１ 第２次協働推進計画の体系 

市民協働を取り巻く本市の状況より、協働によってまちづくりを推進するための課題

が浮き彫りとなりました。第４章に掲げる具体的な施策を実施し、協働によるまちづく

りを推進します。 

基本施策 

施策体系図の見方について 

地 …地域 NPOを指します。 

指 …指向別 NPOを指します。 

市民…豊明市民を指します。 

行政…豊明市役所を指します。 

① まちづくりに関する学習支援

② まちづくりに関する情報の収集および提供

③ まちづくりに関する活動基盤の整備

④ 中間支援機能の構築

⑤ 協働推進体制の強化
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基本施策① まちづくりに関する学習支援 

協働のまちづくりの担い手である地域 NPO、指向別 NPO、学校、企業・事業者、社会

福祉協議会、各種団体、行政等がお互いに連携し、協働し、多様な活動を行うことを促

進するため、交流機会の創出や多様な主体の連携支援、協働のまちづくりを推進する人

材の育成を行います。 

（１）先行事例学習 

 市民や地域 NPO、指向別 NPO を対象として、先進的な活動をしている団体を見学する

機会や互いの状況や課題等を話し合えるような交流機会を創出していきます。このよう

な機会での交流を発端として、これからの活動の参考にしたり、他団体と協働で活動を

実施したり、個人や団体の活動の幅を広げ、多様な活動へつながるよう学習機会の提供

を実施していきます。 

№ 事業名 事業内容 対象 

①新規 

②拡充 

③継続 

１ 
地域社会活動入門

講座事業 

・バスツアー形式で NPO 団体を見学。現在は市

外の団体への見学が多いが、市内の団体への見

学も増やし、参加者が団体とつながるきっかけ

とすることを検討。 

・区長連合会、市職員の研修も兼ねて行うなど

により、市民活動と地域、行政とのつながりの

機会にすることも検討。 

・新規事業が難しい状況においても、多様な主

体と連携・協働し、役割分担と見せ方の工夫を

行っていくことで、各団体が既に行っている事

業を連携させることで、事業効果を増すように

していくことを狙うものである。 

・市民 

・行政 
②拡充 

２ 
多様な主体による

語りの場事業 

・地域 NPO、指向別 NPO、学校、企業・事業者、

社会福祉協議会、各種団体、行政といった多様

な主体が、互いの状況や課題などを話し合う機

会を設け、相互理解の場とする。 

・NPO フェスタでの実施も検討。 

・新規事業が難しい状況においても、多様な主

体と連携・協働し、役割分担と見せ方の工夫を

行っていくことで、各団体が既に行っている事

業を連携させることで、事業効果を増すように

していくことを狙うものである。 

・地域 

NPO 

・指向別 

NPO 

①新規 
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№ 事業名 事業内容 対象 

①新規 

②拡充 

③継続 

３ 

多様な主体による

語りの場（分野別議

論）事業 

・防災分野などの特定の団体が集まり情報交換

を行うことで新たな展開の創出を目指す。 

・NPO フェスタでの実施も検討。 

・一つの団体では新たな事業展開が難しい状況

においても、関係団体が協力し、各団体が既に

行っている事業を連携させることで、事業効果

を増すようにしていくことを狙う。 

・地域 

NPO 

・指向別 

NPO 

①新規 

４ 
NPOフェスタとの連

携事業 

・交流機会は必要で非常に重要な取り組み。 

・地域 NPO を含む多様な団体のつながりの機会

へと発展させていくことが必要。 

・多様な主体による語りの場を設けることや、

シンポジウム形式の実施など、交流機会の中心

事業として実施。 

・地域 

NPO 

・指向別 

NPO 

②拡充 

（２）まちづくりの進め方、担い手育て 

 地域社会活動に関心はあるが、まだ活動を始められていない、またもっと地域での活

動の幅を広げていきたいと思っている市民が、新たな活動を始められるようまちづくり

への参加のきっかけづくりを行います。 

№ 事業名 事業内容 対象 

①新規 

②拡充 

③継続 

５ 住民学び場事業 

・住民の地域自治への参加のきっかけづくりを

目的とする。また、志の高い市民同士の出会い

の場となることを目的とする。 

・定期的に住民参加型講座（地域自治課題と方

法の学習）の実施。 

地域 

NPO 
①新規 
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№ 事業名 事業内容 対象 

①新規 

②拡充 

③継続 

６ 
地域人（ちいきび

と）養成講座事業 

・会社社会から地域社会に戻ってきた団塊世代

の人や、地域に詳しい主婦の人など、地域デビ

ューしたいがなかなかきっかけがない人の「は

じめの一歩」となることを目的とする。また、

地域リーダーを発掘することも目的とする。 

・地域協働コーディネーターにつながる重要な

取り組み。 

・まちづくりに関する連続講座を実施。最終的

には、講座修了者を地域 NPO や指向別 NPO とマ

ッチングさせたり、この講座から発生したグル

ープが地域に根付いた団体として活動してくれ

ることを望む。 

市民 ①新規 

（３）まちづくりの団体の強化 

 地域社会活動を活性化させるため、財務、資金調達、情報発信方法等の専門的な組織

運営を学ぶ機会を提供していきます。また、市内各団体の状況・段階を把握し、段階に

応じた学習機会の提供をしていきます。 

№ 事業名 事業内容 対象 

①新規 

②拡充 

③継続 

７ 
地域社会活動団体

力向上講座事業 

・財務処理など団体のマネジメント能力の向上

や各種助成金獲得に関する講座、広報力の向上

など、団体の実情に即した講座の実施。 

・地域 

NPO 

・指向別 

NPO 

②拡充 

８ 

区・町内会への加入

促進および運営体

制の強化事業 

・転入者に対し、区・町内会へ加入してもらう

ため、区・町内会の役割や加入の利点について、

具体的に説明したチラシを配布。 

・№８「地域社会活動理解講座（情報発信分野）」

と連携し、地域 NPO に対し、加入者促進チラシ

作成に伴う広報力向上を目指す。 

・区・町内会の運営体制について調査を行い、

持続可能な運営体制について地域と連携し、運

営体制の強化を図る。 

市民 ③継続 
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№ 事業名 事業内容 対象 

①新規 

②拡充 

③継続 

９ 
区長連合会活性化

事業 

・平成 23年度に設立された「区長連合会」を、

本市における地域組織の核として位置づけ、市

域全体で地域課題を解決する組織となるよう支

援。 

・行政と区長連合会との関わりを明確化し、自

ら地域課題を抽出し、解決策について協議でき

るよう場づくりを行う。 

区長 

連合会 
③拡充 
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基本施策② まちづくりに関する情報の収集および提供 

協働のまちづくりの推進には、地域社会活動の促進が必要不可欠であるため、地域社

会活動への共感、応援、参加を促し、地域 NPO や指向別 NPO が活動しやすくなるよう情

報の収集および提供を行います。 

（１）まちづくりに関する情報の収集および提供 

 情報化社会の進展によって、情報発信方法も受信方法も多種多様な状況です。そのた

め、「市民活動情報誌」、「広報誌」等の紙媒体と「市民活動情報サイト」等の電子媒体

の双方を活用していきます。また、情報を届ける対象に応じて、情報発信方法や情報量、

内容を調整し、ニーズに応じた情報を発信をしていきます。 

№ 事業名 事業内容 対象 

①新規 

②拡充 

③継続 

10 
市民活動情報誌発

行事業 

・すでに登録されている市民活動団体の活動内

容を紹介している情報誌を、現在は年一回発行。 

・今後は速報性の高い内容で年数回発行するこ

とを検討。 

・市民活動情報サイトとの連動等による効果的

な事業実施も検討。 

・文字量、カラー印刷、マンガの挿入等、受け

手に情報が届くよう表現方法の工夫していく。 

・地域 

NPO 

・指向別 

NPO 

③継続 

11 
市民活動情報サイ

ト活性化事業 

・HP において市民活動団体等の情報を発信。 

・今後もさらなる情報発信が必要で、更新頻度

の向上などが必要。 

・市民活動情報誌との連動などによる効果的な

事業実施を検討。 

指向別 

NPO 
③継続 

12 

多様な主体への情

報収集/多様な主体

からの情報発信事

業 

・企業・事業者、学校をはじめとする様々な団

体に、地域社会活動に関する情報を発信するこ

とや、それぞれの団体からの情報を収集するこ

とで地域社会活動に関するニーズやシーズを得

ることや、マッチングに生かしていく。 

・地域 

NPO 

・指向別 

NPO 

①新規 
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基本施策③ まちづくりに関する活動基盤の整備 

地域NPOや指向別NPOの各成長段階について、必要な支援が継続的に行われなければ、

市民活動の発展が分野や期間限定的で、多様な主体による協働につながらない恐れがあ

ります。そうしないために、小さく始めて大きく育てていくという、ある程度の時間軸

を考慮に入れて活動の段階に応じた支援をしていきます。 

（１）地域活動への財政的支援 

 地域 NPO が主体的に取り組む地域活動の自立的な発展と活性化を図るため、財政的支

援を行います。 

№ 事業名 事業内容 対象 

①新規 

②拡充 

③継続 

13 
地域一括交付金事

業 

・地域 NPO が各々の創意と工夫、責任と判断に

よって、組織の健全な運営及び地域の特性に応

じた魅力あるまちづくりを行っていくために必

要な経費を予算の範囲内において交付。 

行政区 

（27区） 
②継続 

14 

コミュニティ提案

型まちづくり事業

交付金事業 

・地域組織が提案する公共性及び公益性の高い

新たなまちづくり活動に要する経費を予算の範

囲内において支援。 

地域 

NPO 
②継続 

15 
区長連合会交付金

事業 

・区長及び副区長を対象に結成した区長連合会

が、市内の地域組織の健全な運営及び発展を図

るために行う事業の推進に関し、交付金を交付。 

区長 

連合会 
②継続 
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（２）市民活動への財政的支援 

 指向別 NPO が主体的に取り組む市民活動の自立的な発展と活性化を図るため、財政的

支援を行います。 

№ 事業名 事業内容 対象 

①新規 

②拡充 

③継続 

16 

市民提案型まちづ

くり事業交付金事

業 

・指向別 NPO が提案する公共性及び公益性の高

い新たなまちづくり活動に要する経費を予算の

範囲内において支援。 

・平成 25年度から事業規模を拡大。 

・特定の団体の利用が増えていることから、情

報発信方法や制度の見直しが必要。 

指向別 

NPO 
③継続 

17 

市民提案型まちづ

くり事業交付金 

（ ビ ギ ナ ー コ ー

ス・ヤングコース）

事業 

・市民提案型まちづくり事業交付金の内容に加

えて、以前実施していた「はじめの一歩補助金」

のような初期活動支援向けの枠（ビギナーコー

ス）の設置。 

・また地域社会活動の重要なパートナーとなり

うる若者を巻き込む仕掛けとして、若者団体の

活動支援向けの枠（ヤングコース）を設置。 

・平成 27年度より開始したため、様子を見なが

ら随時見直し。 

指向別 

NPO 
③継続 
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基本施策④ 中間支援機能の構築 

現在、市民活動の拠点である「市民活動室」は、情報や出会いの中心となって、新た

なつながりや協働のきっかけを作るという中間支援機能が果たせていません。このこと

を解決するには、中間支援組織がその担い手となり、センターの運営者として市民を出

迎える環境が必要であること、そして可能であれば市民を中心として結成された組織で

あることが望ましいため、地域活動も含めた地域社会活動の拠点や事業、中間支援組織

の立ち上げを検討し、中間支援機能の構築を図ります。また、あわせて地域に点在する

コミュニティカフェのような交流拠点（地区交流拠点）も充実させていくことが望まし

いため、こちらの担い手育て、中間支援機能の充実も図ります。 

「ソフト事業の実施」、「複眼的視点で担い手を探す」、「時間をかける」というこのよ

うな三つのポイント考慮しながら、「地域協働事業の実施」、「コーディネーター人材の

発掘」、「拠点の検討と設置」を実施していくことは、豊明市の中間支援機能の充実にと

って必要不可欠な要素です。これらの事業を行いながら、中間支援機能を、地域の人達

とともに高めていくプロセスが、豊明市にとってこれから必要な取り組みであると考え

ます。また、この事業の実施は、行政の実行可能性と、市民側の担い手のボリュームに

も影響することから、それぞれ単独で実施を検討するのではなく、段階的に行うことや

相互に関連させて行うなど、相乗効果を発揮でき、かつ地域協働の担い手の育ちに合わ

せた、実施可能な方法を考える必要があります。 

そして、既に述べた分野１から３までの取り組みについても、中間支援団体が担って

いくことが目指す姿です。 
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▼事業の検討や実施の際に重視して欲しい視点 

①協働の方法を学ぶ、経験を積む 

中間支援機能を増やすということは、協働を理解する人を増やすということです。そ

のために必要なのは、協働で事業を行うという直接的な経験値を増やしていくこともも

ちろん重要です。しかし、方法もわからず、やみくもに行うだけでは、事業疲れにつな

がることも考えられます。そこで、協働することの意味や意義を理解、実感できるよう

な、協働の方法を学ぶ機会を設けることも必要です。協働による事業の実施が誰でも簡

単にできる簡単なものではなく、多様な主体がそれぞれの事情を抱えて行うということ

を理解しつつ、けれども協働する意味と効果も理解して成果を紡いでいく。このような

状態につながるよう、必要なのは方法論の習得と実践の機会です。 

②団体側に寄り添う相談窓口機能（中間支援組織）が必要 

協働のまちづくりを進める施策の実施にあっては、団体の課題やニーズにあったもの

を行うことが求められます。団体と行政の接点を質・量ともに充実させることが、課題

やニーズを把握することにつながります。しかし、この度の調査で明らかとなったのは、

行政に個々の団体が直接、課題などを伝えることは、難しいということです。そのため、

必要なのは団体側が相談しやすい窓口機能である中間支援組織です。彼らが団体の実情

を把握し行政に伝えることで、団体・行政両者にとってウィンウィンの状態になります。 

③施策実施における行政の直接関与を減らす 

この中間支援機能については、本委員会では、市民や市内の各種団体が中心となって

組織していくことを提案していますが、この中間支援組織が、各種事業や、現在、行政

が実施している協働施策を実施していくことで、よりニーズにあったものとなっていく

と考えています。多くの自治体で中間支援組織が活躍しています。豊明市においても、

これからの協働のまちづくりに求められるのは、中間支援組織と行政の協働であると考

えます。 

中間支援機能の構築

支援のポイント

①協働の方法を学ぶ、経験を積む

②団体側に寄り添う相談窓口機能（中間支援組織）が必要

③施策実施における行政の直接関与を減らす
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（１）中間支援組織の担い手育て 

№ 事業名 事業内容 対象 

①新規 

②拡充 

③継続 

18 地域協働事業 

・行政、地域 NPO、指向別 NPO などが、企画検討

から実施まで、一緒に考え、取り組む事業。 

・事業実施を通じて、協働で行う意義や効果を実

感するとともに、関係者間のネットワーク作りを

行い、今後の連携のきっかけとする。 

・本事業のコーディネートは、当初は行政が行う

が、ゆくゆくは市民による地域協働コーディネー

ターが担うものとする。 

・地域 

NPO 

・指向別 

NPO 

①新規 

19 

地域協働コーデ

ィネーターの人

材発掘事業 

・今後の協働のコーディネーターとなる人材発

掘・育成を行う。 

・コーディネーターは、市民活動に興味はあるが

今は何も活動していない人から、既に何らかの活

動を行っている人や、地域協働事業に関わった人

など、多様なチャネルから発掘する。 

・知識とスキルを学び、仲間づくりが出来るよう

な、講座や講習を行う。 

市民 ①新規 

（２）協働拠点づくり 

№ 事業名 事業内容 対象 

①新規 

②拡充 

③継続 

20 

地域協働拠点の

検討と設置（拠点

検討委員会の立

ち上げ）事業 

・市民活動室が、多様な主体が連携し協働が進む

仕掛けの中心拠点となるための検討を行う。 

・拠点検討委員会を設置する。 

・相談、講座実施、情報発信、コーディネートな

どのソフト事業から、ハードの面のあり方につい

ても検討する。この検討は、地域協働コーディネ

ーターなどと行い、拠点のハード面の検討に留ま

らず、中間支援組織による業務委託などの運営形

態も検討対象とする。 

・中間支援団体への事業委託を計画的に進めるな

どの財政的な支援についても検討する。 

市民 ①新規 

21 
地区交流拠点 

活性化事業 

・地域住民が運営する、地域住民が気さくに利用

できる交流拠点の設置の支援を検討する。 

・将来的には、地域の情報拠点、各種講座の実施

を目指す。 

地域 

NPO 
①新規 
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基本施策⑤ 協働推進体制の強化 

協働条例に市の役割として、「協働のまちづくりを推進するため、地域組織及び市民

活動団体の果たす役割を尊重し、その活動を支援するために必要な施策を講じなければ

ならない。」と記されています。そして、市職員は「協働のまちづくりを推進するため、

必要な知識、技能等の向上に努めなければならない。」と記されています。市職員の協

働に対する理解の促進、協働のまちづくりを効果的に推進できる体制を整えます。 

（１） 職員の協働に関する意識改革と知識・技能の向上 

 協働のまちづくりを計画的に推進するため、各部署で実際に実施している事業につい

て、協働の視点を持って取り組んでいくことが求められています。職員に協働に関する

意識改革と知識・技能の向上機会を提供し、豊明市役所全体で協働のまちづくりを推進

していきます。 

№ 事業名 事業内容 対象 

①新規 

②拡充 

③継続 

22 
協働推進職員設置

事業 

・協働モデル事業懇談会という年に一回の研修

だけを行うのではなく、普段の業務から協働の

意識を持って各部署が業務を行うような働きか

けへと改める。 

・各部署に協働推進職員を配置し、市内の現場

見学研修を行うなど、協働の理解を深める。 

行政 ②拡充 

23 短期派遣研修事業 

・現在は、市外の団体が中心だが、対象を市内

の団体とするなどを検討。 

・派遣実績や効果の検証、参加職員へのフォロ

ーアップ、計画的な派遣といった点の改善を検

討。 

行政 ③継続 

24 
各部署での協働推

進事業 

・地域協働事業、市民提案型まちづくり事業、

協働推進職員制度といった制度を通じて、各部

署が協働により事業を推進するように改める。 

・指向別 NPO、地域 NPO など多様な主体との協働

を実施。 

・また、団体の事業受託につながるようなマッ

チングの機会や、その前段となるような出会い

の場を設けることも検討。 

・新規採用職員向け研修の開催も検討 

行政 ③継続 
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２ 実効性の確保 ～計画を自分ごとに～ 

（１）計画の推進体制 

①豊明市協働推進委員会の設置 

この２次計画の施策を計画的に推進するため、学識経験者、NPO 又は地域社会活動に

関する専門的な知識を有する者、地域組織の代表者、市民活動団体の代表者、事業者の

代表者、公募者で構成する協働推進委員会に意見を求めます。協働推進委員会では、協

働のまちづくりの実現について進捗状況を把握し、施策の評価を行い、また協働のまち

づくりの実現に向けた制度及び施策の在り方を調査し、検討し、本計画を着実に実行し

ていきます。 

②協働推進職員の設置 

豊明市の推進体制として、各課等における協働への理解を深め、協働のまちづくりが

推進されることを目的として協働推進担当者を設置しています。協働のまちづくりが目

指す方向は、行政の協働に関する窓口機能を市民協働課に過剰に集約化するのではなく、

むしろ、多様な団体と多様な行政部署・職員とのつながりによる協働事業が推進される

ことを想定しています。このような状況を作っていくために協働推進施策を展開してい

くことが必要です。様々な部署・職員と地域 NPO や指向別 NPO の双方が直接つながり、

そのつながりを適切かつ柔軟に働かせることで各部署における協働事業が進むこと、本

市の協働施策を団体と職員の実情に即したものにすること、職員自身の地域社会活動へ

の参加を促すこと、これらを促すために職員の協働に関する知識、技能の向上機会の提

供などを行うための取り組みを行っていきます。 
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（２）実効性の確保 

①協働ラベリングによる進行管理 

この計画に掲げる施策・事業を計画的に実効性のあるものとして推進していくため

には、各部署の職員が各事業実施にあたり、「協働」という手法を取り入れることを

自分ごととして捉えなければなりません。第１次協働推進計画では、協働モデル事業

35およびまちづくり支援計画37事業の実績報告により進行管理を行っていましたが、

モデル事業のみの進行管理のため、他の事業の協働の段階や状況が把握できていない

等の課題が見えてきました。これからはモデル事業のみではなく、各部署全体の事務

作業の協働の段階や状況を把握し、改善をしていかなければなりません。 

そのため、第２次協働推進計画では、各部署の事務事業が「豊明市民参加のはしご

（協働レベル）」の５段階のどの段階にあるか集計し、協働の状況及び段階の全体像

を把握する方法である「協働ラベリング」により進行管理を行っていくこととします。 

「豊明市民参加のはしご」では５段階に分類 

上図）アーンスタイン（Sherry R.Arnstein）が提唱した 

「市民参加の階梯」を参考に豊明市作成 

⑤市民主導（協働レベル５） 

市民らによる企画、実施に委ねる。 

④市民協働（協働レベル４） 

企画段階から市民と協議、実施。 

③市民参画（協働レベル３）

対等の立場で市民と意思決定、実施。 

②市民参加（協働レベル２） 

市民の声を聞き、行政が判断して実施。 

①形式参加（協働レベル１）

行政からの一方的な情報提供程度。 
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②協働ラベリングのよさ 

（ａ）評価のしやすさ 

協働推進計画の進行管理、及び、市の事務事業全体、どちらで行う場合であって

も、これまで各計画で行ってきた評価シートの作成に比して、大幅に事務作業が簡

素化されます。 

（ｂ）数値化 → 可視化 → 把握と比較 

簡単に数値化することが出来ることに加えて、それをグラフ化することで状況の

可視化をさらにしやすくすることが出来、その結果、全体的な傾向の把握、経年変

化の把握、各部署の把握といった比較が可能となります。 

（ｃ）「次の改善点につなげる」 

把握と比較を容易にすることにより、今後、どの部署のどの事業の協働を進めれ

ば良いか検討がしやすくなります。 

協働ラベリング結果イメージ図 

協働ラベリングの良さ （ａ）評価がしやすい

（ｂ）数値化 → 可視化 → 把握と比較

（ｃ）次の改善点につなげる


